
IT と５つの競争要因――ポーターの視点

堀 川 新 吾

はじめに

本論文では IT が競争戦略，とりわけポー

ターのいう「５つの競争要因」に与える影響を

論じる。まず筆者が 2001 年に発表した論文で

指摘した諸要因を検討し，ついでポーター自身

の指摘とを対比する。さらに，ポーターの枠組

みの限界を考察し，競争戦略上の IT の位置づ

けの可能性を探る。

１．議論の前提―「情報」の性質について

議論する前に，議論するための前提が存在す

るため，ここで情報の性質について，いくつか

の概念規定を行うことにする。

1.1 情報のカテゴリーと性質

第一の「情報」のカテゴリーについて，筆者

は 2002 年の論文で詳細に検討し，「情報」を以

下の３つのカテゴリーに分類した：

データ：主体（意思決定の主体：個々の人間

や組織）によって意味や価値が評

価・付与されていない，環境の認識・

評価の前提となる数値で表現しうる

もの

情 報：データに意味や価値が評価・付与さ

れた，主体間で交換しうる言語的に

表現されたもの

知 識：行為の前提・枠組みとなり，主体同

士での交換・共有を前提とした，蓄

積され高次に体系化された「情報」
(1)

これら３種の情報は，それそのものが価値を

持つ「情報財」ともなりうるが，実は議論の順

番が逆であり，公文の議論を元にして，主体（意

思決定の主体：個々の人間ないし組織）がどの

ようにして，自らにとって望ましい状況を出現

させるべく，相手を「制御」するか，その相互

制御の様態と，相互制御のための情報がどのよ

うなものであるかが前提となっている。

筆者は 2002 年の論文でも述べたが，公文に

よれば相互制御には，一方的な「操縦」型の相

互制御と，交渉型の双方向的な相互制御とがあ

る
(2)
。操縦には強制・脅迫・誘導の３種があり，

それぞれ相手の主体性の尊重の度合いの問題で

ある（強制＜脅迫＜誘導の順序で尊重度が高

い）。また双方向的な相互制御には脅迫・誘導・

説得がある
(3)
。これらについて公文は相手の主

体性の度合いについて明確に述べてはいない

が，やはり同様に相手の主体性の尊重の度合い

は，脅迫＜誘導＜説得の順序で尊重度が高いと

言えよう。

このように情報には，情報それ自体に価値の

ある財としての情報（情報財）の他に，主体の

相互制御のための情報があり，これらを整合さ

せるため筆者は情報を３つのカテゴリーに分類

したのである。

1.2 情報財の交換と制御情報の交換

さて企業対企業，企業対顧客という二者間で

の情報の交換を考えれば，財としての情報の交

換と，相互制御のための情報交換とがあること

は明らかである。この２種類の情報の交換を概
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念的に表したのが図１である。

通常われわれは商取引を，商品の対価として

カネを支払うという流れで考えている。しかし

実際のところ先に述べたとおり情報には２種類

があるため，情報には２つの流れを考慮する必

要がある。

われわれが普通に考える通常の商取引は図１

の内側の流れである。売り手は商品・サービス

を買い手に引渡し，買い手はその対価としてカ

ネを支払う。まずこの流れにおける情報を検討

すると，商取引はモノとカネの流れではなく，

本質的には情報のやりとりなのである。われわ

れは一体どれだけ，商品の物理的な価値に対し

てカネを支払うのであろうか。Levittは，顧客

がドリルを求めるのでなくドリルで開けられた

穴を求めると述べたが，これは製品の本質がそ

の物理的特性にあるのでないことを明確に示し

ている
(4)
。製品は，製品自体の物理的有用性と，

その製品がもつ顧客にとっての意味や価値とい

う仮想的な情報とから成る。両者が不可分に結

合しているものが「製品」なのであり，製品の

本質はむしろ情報にある。ドリルとドリルの穴

の関係で言うならば，ドリルが物理的有用性あ

るモノであり，ドリルの穴こそが顧客の求める

意味や価値なのである。

このドリルの穴は「付加価値」とも言い換え

ることができ，その本質は情報である。結局，

顧客は製品・サービスに結び付けられた情報に

対して，喜んでカネを支払うのである。ついで

ながら付加価値が著しく低く，その製品・サー

ビスの価値がもっぱら物理的価値に依るモノを

われわれはコモディティ（commodity）と呼ぶ。

カネは，どうだろう。カネは原理的には，数

字で表現可能な単なるデータに過ぎない。伝統

的・慣習的に特殊な扱いがなされてきただけの

ことである
(5)
。

結局のところ，われわれがイメージする商取

引の本質は財としての情報のやりとりなのであ

る。

さて当然ながら売り手は企業に，より高い価

格で製品・サービスを買ってもらいたい。同様

に買い手は企業に，より安い価格で製品・サー

ビスを買ってもらいたい。「もらいたい」と書

いたが，単なる願望ではなく，売り手も買い手

も，さまざまなカタチで，あらまほしき状態を

創出すべく尽力することは周知の通りである。

企業間取引において，あからさまに暴力を用い

ることは稀であろうが，あえて一般化すれば企

業間取引は「相互制御」であり，前項で述べた

ように，その様態には強制 /脅迫，搾取 /取引，
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図１ 売り手と買い手の相互制御

出所：堀川［2003］p. 55。



誘導 /説得がある。これらの相互制御の様態を

どのような形態およびメディアを用いて実現さ

せるかが焦点となろう。

かつて情報は物理的なモノに担わせ，モノを

物理的に運搬することによってしか伝達するこ

とはできなかった。電信術の発明によって，物

理的なモノの運搬によらない情報の伝達が行わ

れるようになったが，モールス信号や電話音声

による情報伝達には bandwidth（帯域幅），す

なわち一時に送受信することのできるデータ量

に限界があったため，ごく近年までは文字を書

いた紙すなわち文書のやり取りが幅を利かせて

いた（例えば，今だもって「伝票」というもの

が幅広く用いられている。EDI などと前世紀

末から喧伝されているが，普及には程遠い。標

準化についても日本においては業界ごとに策定

が模索されているのが現実である）。

このような情報を担わせたモノの運搬による

情報の交換は，人間の活動を大きく制約し，こ

れによって情報伝達においてはリッチネスと

リーチのトレードオフが発生した。ここでリッ

チネスとは伝達する情報の時間的・量的密度の

ことであり，リーチとは情報伝達の範囲を指す。

リッチネスとリーチは両立しないことから，ト

レードオフという
(6)
。このリッチネスとリーチ

のトレードオフは，図１の外側の制御情報の流

れを大きく制約した。商取引においては相当な

コストをかけて大量の伝票が運搬され，商取引

の規模や範囲を制約した。マス市場において

は，売り手から買い手への制御情報は，リーチ

は広いがリッチネスに乏しいメディアで大量に

散布せざるを得ず，買い手には製品・サービス

が本当に自らが欲するものであるか否か判断す

るための情報が圧倒的に欠けていた。買い手か

ら売り手へ的確に制御情報が到達することにつ

いては絶望的だった。

IT は，このような状況を破壊しうる。まず

製品・サービスの付加価値であるが，付加価値

（＝情報財）自体が多分に仮想的であるため，

必ずしもモノに付加価値を担わせた状態で流通

させる必然性は小さくなる。付加価値がごく小

さなコモディティだけを物流で配送し，付加価

値はバーチャルに IT で流通させることが可能

である。たとえば米アマゾンは Kindleという

電子書籍を販売している。Kindle 端末自体に

付加価値はまったくなく，物理的な機能をもつ

だけである（デザインについてすら，無骨だと

不評である）。しかし米アマゾンは Kindleのた

めのコンテンツを販売することにより収益をあ

げる。Kindle自体の販売で収益をあげるので

はなく，IT を用いて Kindle 用のコンテンツを

配信することによって収益をあげる。周知の通

りアマゾンはネット書店である。紙の塊である

書籍自体は物理的価値に乏しい。紙にインキで

印刷されている文字やパターンで表現されてい

るコンテンツこそが書籍の付加価値の本質であ

る。しかし書籍の販売は，物流コストが莫大で

ある。アマゾンにとっては，書籍を販売するこ

とも，Kindle向けコンテンツ販売も，どちらも

イコールである。アマゾンが負担する莫大なコ

スト，および顧客に提供しうる付加価値の大き

さを勘案するならば，Kindle向けコンテンツの

方が粗利益は大きいだろう（もちろん顧客に，

書籍でなく Kindle向けコンテンツを買うよう

に仕向ける制御は必要だが）。

売り手と買い手の制御情報のやりとりについ

ても同様である。IT を用いた制御情報の交換

はリッチネスとリーチのトレードオフを破壊

し，情報の偏在，情報の非対称性を解消しうる。

IT を用いた制御情報の交換はすでに B2C 市場

では大きく一般化している。企業間取引ではい

まだに伝票が幅を利かせているが，いずれは

IT化されていくだろう。

売り手と買い手の相互制御に関してさらに踏

み込めば，IT は制御情報の交換の効率化を促

進するにとどまらない。顧客は相互制御にあ
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たって，自らの満足をより高めてくれる仕組み，

すなわち，よりよい相互制御の情報処理サービ

ス自体に対して，よろこんでカネを支払いうる。

つまり，顧客満足度を向上させる情報・知識の

提供と情報処理機能の提供を，モノと独立した

製品として提供することが可能なのである
(7)
。

たとえば書籍販売において，街の書店とネット

書店の違いは，まさしくここにある。顧客があ

る書籍を買いたいと思って，街の書店に行って，

書店に在庫があれば良いが，ない場合，書店は

どれだけの情報を顧客に提供することができる

だろうか。その書籍が入手可能であるか否か，

納期がいつであるかなど，即答できる書店は少

ない。しかしアマゾンは入手可能性も納期も明

示する。顧客満足の充足という面で，顧客がど

ちらを選好するかは明白であろう。極言すれば

アマゾンは，書籍を売っているのではない。顧

客が書籍を選んで買うにあたっての，情報・知

識と情報処理機能を売っているのである。だか

らアマゾンにとって，売るモノが書籍である必

然性はない。「売る」モノが書籍だろうと Kin-

dle 用コンテンツだろうと問題ではない。現時

点で日本のアマゾンは野菜すら「売って」いる。

ここまでの過去の議論を前提として，以下，

５つの競争要因に対する IT の作用について，

拙著[2001]の論点を詳述する。

２．筆者の論点

2001 年に筆者は ITが，ポーターのいう５つ

の競争要因に対してどのように作用しうるかを

論じた。概略は以下の通りである：

売り手 / 買い手の交渉力

無力化される

代替品の脅威

強化され，競争激化を招く

新規参入の脅威

参入障壁などが破壊され，競争激化を招く

業者間の敵対関係

増強され，関係はより悪化し，競争はより

激化する
(8)

当該論文を発表した雑誌は字数制限が厳し

かったため，これらの作用の根拠を詳しく述べ

ることは困難であった。ここで改めて詳述す

る。

2.1 売り手 /買い手の交渉力

これは，ある単一の企業から見ると，売り手

（サプライヤーなど）―企業―買い手（主とし

て流通チャネル，企業によっては一般消費者）

が，相互にどのように「制御」するか，その制

御において IT はどのような役割を果たし，影

響を与えるかという問題である。

結局「交渉力」とは相互制御そのものであり，

どのような情報を用いて相互制御を行うか，制

御情報の伝達に IT を用いるか用いないかの問

題である（問題に過ぎない）。

従来，交渉力の行使はカネを用いており，モ

ノの対価としてカネを支払うという流れに沿っ

て交渉が行われてきた。すでに述べた通り，カ

ネは単なるデータに過ぎない。すなわち交渉力

を行使するための制御情報とは，まことに低レ

ベルのデータであり，先述の相互制御の様態で

いえばおおむね搾取 /取引に相当する。搾取と

は「相手のすきをついて，つまり相手が適切な

対処行動をとれないでいる間に，当方の望む状

態を一方的に出現させる」ことであり，取引と

は「要求に応じてくれれば，相手に協力する」

という意図を伝達することである
(9)
。

搾取も取引も，いずれも，いわゆる「情報の

非対称性」を利用した制御である。搾取の定義

を見れば，「相手」には情報が不足しており，「当

方」は十分な情報を持っていることを前提とし

ていることは明らかである。取引の定義にも，

情報偏在の含意を汲み取ることができる：当方
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は十分な情報を持っており，相手には情報が不

足している。その情報の偏在状態に乗じて，当

方は相手に（とって困難な）要求を突きつける

ということだ。

市場取引には常に情報の非対称性がつきまと

う。市場取引における相互制御は搾取ないし取

引である。ポーターが売り手 / 買い手の交渉力

を競争要因として挙げる理由は，ここにある。

したがってポーターの枠組みにおいては，情報

の非対称性による不利益を回避するために垂直

統合が強く指向される。

しかし市場取引における相互制御をカネに依

らずして行うことが可能であれば，どうだろう

か。また情報の非対称性がなくなった場合に

は，どうなるだろうか。IT はまさしくこれら

のことを可能とする。

図１は，モノ・カネ・情報の市場取引にまつ

わる売り手と買い手の相互制御を概念的に示し

たものである。市場取引において売り手と買い

手の相互制御の情報交換（図外側）は，モノ・

カネ・情報の流れ（図内側）とは本来，別物で

ある。しかしかつてはモノに情報を担わせ，そ

れを運搬することによってしか情報を伝達する

ことができなかっただけのことである。IT を

用いるならば，制御情報の伝達は，モノの運搬

と分離させ独立した形で行うことができる。加

えて承知の通り，いわゆる ICT
(10)
の著しい発

達によって，売り手と買い手との間の情報の非

対称性は解消されうる。

したがって IT は，売り手 / 買い手の交渉力

を無力化することが可能なのである
(11)
。

2.2 代替品の脅威

ポーターによれば「業界」とは，「互いに代替

可能な製品をつくっている会社の集団」
(12)
のこ

とである。その代替可能性の本質は何だろう

か。ポーターは製品を，情報が載ったモノとし

て捉えている。つまり製品自体の物理的価値

と，製品が担っているデータ・情報・知識が不

可分になっている状態のモノを問題としてい

る。したがって代替性には二つのカテゴリーが

存在することになる。第１は製品（・サービス）

自体のモノの物理的価値の代替性であり，第２

は製品・サービスが担うデータ・情報・知識の

代替性である。これらの代替性を買い手に認知

させ，買い手が好んで自社の製品に対してカネ

を支払ってくれるように仕向ける「制御」こそ

が，差別化の本質である。

ポーターは差別化の議論で，買い手の購買基

準として使用基準とシグナル基準の２種を挙げ

ている。使用基準は物理的なモノとデータ・情

報・知識とが一体化した状態の製品の，買い手

にとっての総合的な価値であり，その製品・サー

ビスが担っているデータ・情報・知識が，使用

基準の本質である。シグナル基準は，その価値

を買い手に認識させるための情報・データ・知

識を指している
(13)
。つまりシグナル基準は，売

り手が買い手を制御するための情報に他ならな

い。

ポーターの枠組みは，リッチネスとリーチの

トレードオフが存在する状態における低リッチ

ネスの情報伝達手段を前提としている。つまり

制御のための情報＝シグナル基準は，低リッチ

ネスな情報伝達手段を用いて伝達し（効果は多

寡が知れているが），使用基準たるデータ・情

報・知識は物理的なモノと緊密に結びつけた状

態で，モノをメディアとして運搬し，顧客が支

払う対価はカネ情報の形で伝達することにな

る。

それでは例えば「コンテンツ」のネット配信

はどうであろうか。楽曲のネット配信におい

て，どのようにして顧客に対して楽曲を，すき

好んでダウンロードさせるように仕向けるとい

うのだろう。ダウンロードさせることに成功し

たとして，その対価は依然としてカネ情報であ

ることが多いが，そうではなく例えば PV（Page
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View）の数値かも知れない。

結局ポーターの枠組みでは，物理的なモノと

データ・情報・知識とが不可分な製品・サービ

スしか取り扱うことができないのである。しか

しながら現代の IT はデータ・情報・知識を製

品から分離した状態で流通させることができ，

またその処理機能の提供自体を製品とすること

ができる
(14)
。つまり，売り手―買い手の相互制

御においては，従来は制御情報（ポーターの言

うシグナル基準）の双方向の伝達に関し情報伝

達手段のリッチネスが低かったため，カネ情報

に重点を置かざるを得なかったのであるが，企

業が IT に基盤を置くならば，制御情報として

のデータ・情報・知識を製品から分離させて IT

を用いて交換・流通させることが可能となる。

したがって相対的に，制御情報としてのカネ情

報の地位は低下するのである。

また製品自体に担わせるデータ・情報・知識

の比重も低くなり，むしろ物理的モノたる製品

からこれらを分離して IT を用いて流通させる

方向へシフトしていくであろう。この場合，製

品の代替性は極めて高くなり，製品の差異は，

製品から分離して流通するデータ・情報・知識

と，顧客に提供するデータ・情報・知識の処理

機能の違いということになるだろう。結局，代

替性とはこれらの差異であり，ポーターのいう

差異や代替性とは異なる。そしてこのような差

異の実現は比較的容易である。したがって IT

は代替製品の脅威をより強化し，競争はより激

化するであろう。

2.3 新規参入の脅威

新規参入の脅威は，業界および戦略ポジショ

ンにおける参入・移動・撤退障壁の問題である。

ポーターは参入障壁の源泉として，規模の経

済性（垂直統合を含む）・製品差別化・巨額の投

資・仕入先変更コスト・流通チャネル（の川下

統合）・規模と関係のないコスト要因（いわゆる

経験曲線など）・政府の政策を挙げている
(15)
。

製品差別化の問題は前項で既に論じたので省略

するが
(16)
，規模の経済性・巨額の投資・仕入先

変更コスト・流通チャネルによる障壁は，ヒト・

モノの移動困難性，製品の物理的価値の高さ，

製品の製造における物理的処理コストの高さに

依存し，それらによってのみ構築しうる。

しかしながらヒト・モノの移動困難性の束縛

が少なかったり，製品に占める物理的な価値の

比重が低くモノと情報の分離流通が可能であっ

たり，あるいは製品の製造での物理的処理コス

トが低く，むしろそのモノが担っている情報・

知識の比重が相対的に高いような場合，前述の

要因は参入・移動障壁とはなりにくく，同時に

撤退障壁ともなりにくい。ましてや現代の IT

をインフラストラクチャとする企業であれば，

参入・移動・撤退障壁は低くなるのであり，し

たがって新規参入の脅威はより強くなり，競争

は激化するであろう。

2.4 業者間の敵対関係

業者間の敵対関係は新規参入の脅威における

参入・移動・撤退障壁の問題，および代替品の

脅威における製品の差異の問題の混合物であ

る。ポーターのいう「敵対関係」の意味内容は，

収益を押し下げるような相互作用的な競争行動

の激しさの度合いであり，その収益とは結局の

ところ，モノ―ヒトの移動困難性を源泉とする

固定コストと付加価値との相対的な比率のこと

である。しかし IT に基盤をおき，モノ―ヒト

の移動困難性に基づく固定コストが低いような

企業の場合，付加価値は相対的に高くなる。よ

しんば「製品」の差別化に失敗し収益が悪化す

るとしても，累積設備投資額は低いので，この

こと自体は撤退障壁となりえない。つまり企業

が ITに基盤を置くならば，企業は参入・移動・

撤退障壁の低さによる競争の激化，そして製品

におけるデータ・情報・知識の比重の高さと，
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分離流通性・処理機能の提供・実現の容易さに

よる競争の激化により，業者間の敵対関係は増

強されるという悪循環関係が予想される。

３．ポーターの視点

2001 年にポーターは論文“Strategy and the

Internet”を発表した。論文の趣旨は，インター

ネットの急速な発展に伴うドットコム・バブル

に警鐘を鳴らすものであり，新旧問わず，どの

ような産業（＝業界）であっても，産業の魅力

は５つの競争要因によって決定付けられ，戦略

的ポジショニングによってのみ，持続的な競争

優位を獲得しうるとしている。

3.1 ポーターによる５つの競争要因への影響

ポーター論文は，今からすれば当時すでに崩

壊が始まっていたドットコム・バブルへの警鐘

が主眼であるから，インターネットがどのよう

に５つの競争要因に作用するか，深くは論じて

いない。しかし，一定のトレンドは見られると

して，ひとつの図表を示し，簡単に論評を加え

るのみである。図表を要約すると，以下のよう

になる：

売り手の交渉力

中立

売り手に，より多くの顧客にアクセスする

機会を与えるかも知れないが，同時にイン

ターネットを用いた調達は売り手に対する

競争力を強化する傾向がある

強化

・インターネットは仲介業者の影響力を削減

し，売り手が最終顧客に直接到達するチャ

ネルを与える

・インターネット調達と電子市場はすべての

企業に対して売り手への平等なアクセスを

与える傾向があり，差別性の小さい標準化

された製品の調達へと引き寄せる

・参入障壁の削減と競争者の氾濫は交渉力を

売り手にシフトさせる

買い手の交渉力

弱体化

強力な流通チャネルを排除する，あるいは

既存のチャネルに対する企業の交渉力を向

上させる

強化

・交渉力が最終顧客へシフトする

・乗り換えコストが削減される

代替品の脅威

弱体化

産業全体がより効率的になることによっ

て，インターネットは市場のサイズを拡張

しうる

強化

・インターネットのアプローチが氾濫するこ

とにより，新たな代替品の脅威が生成され

る

新規参入の脅威

強化

・営業力へのニーズ，チャネルへのアクセス，

物理的資産など，インターネット技術が参

入障壁を破壊あるいは参入を容易にできる

ようなものすべてを低下させる

・インターネットのアプリケーションは新規

参入者からプロプライエタリを守ることが

困難

・多くの産業に新規参入者がなだれ込む

業者間の敵対関係

強化

・提供する商品・サービスのプロプライエタ

リを保持することが困難になることによっ

て，競争者同士の差異を縮小させる

・競争を価格競争へ移行させる

・競争者の数が増大する中で地理的な市場が

拡大する
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・値引き圧力が増大する中で，固定費に対し

て相対的に変動費が低下する
(17)

そしてポーターは論評を加える。インター

ネットが与える影響のトレンドの中には，競争

要因を弱体化させ産業にとってはプラスのもの

もあるが，その他多くのトレンドはマイナスで

あると述べる。

プラスの側面は，まず流通チャネル（買い手）

の交渉力の弱体化である。企業が新たな，より

直接的な流通ルートを提供することにより，弱

体化させることができるとする。また既存の代

替品に対するポジションを向上させることによ

り，インターネットはさまざまな方法で，市場

全体の規模を拡張し，産業の効率を高めうると

する。

マイナスの側面として，買い手が情報を簡単

に入手できることによる買い手の交渉力の強

化，既存の営業力や既存の流通チャネルの必要

性が緩和されることによる参入障壁の低下，

ニーズと機能を合致させる新しいアプローチを

可能にさせることによる新たな代替品の創造，

インターネットがオープンであることにより企

業がプロプライエタリを保持し続けることが困

難になり，業者間の敵対関係が増大すること，

インターネットの利用が市場を地理的に拡大す

る傾向にあり，より多くの企業が互いに競争に

参入しうること，インターネット技術は変動費

を削減する傾向にあるため，コスト構造はより

固定費へ傾き，企業を価格破壊競争に導く顕著

に大きな圧力を創造することを挙げている
(18)
。

3.2 差異の検討

以上ポーターは，IT が５つの競争要因に与

える影響は全体として強化の方向であるとい

う。ここで，筆者の指摘とポーターの見解の差

異を検討する。

売り手 / 買い手の交渉力について筆者は「破

壊」と述べた。ポーターの指摘は断片的で一貫

性に欠けるように見えるが，論点は，情報の非

対称性を利した交渉が，IT の利用によって成

立しにくくなるという点にある。端的に言えば

チャネルの問題であり，売り手にも買い手にも

平等に，既存チャネルを「飛ばす」ことによる

利点と欠点が発生することを示唆している。

また買い手がより多数の売り手へフリー・ア

クセスできることにより，買い手が差別性の小

さいコモディティの調達へ走ると言うが，これ

は少々論点がずれている。そもそも原材料がコ

モディティ，すなわち結び付けられている情報

が極めて小さく，その価値がもっぱら物理的価

値に依るに過ぎないにもかかわらず，情報の非

対称性や，情報伝達のリーチの小ささに乗じて

「取引」の制御をしていたものが，情報の非対

称性・情報伝達のリーチの制約が緩和されるこ

とにより，結果として製品にとりたてて差異・

差別性が小さいことがあらわになるだけのこと

である。結局のところ，ポーターの論点は情報

の非対称性の問題に過ぎず，筆者の見解を超え

るものではない。

代替品の脅威に関して，強化されるとの見解

は一致しているものの，「産業全体がより効率

的になることによって，インターネットは市場

のサイズを拡張しうる」とすることは，代替品

の脅威の弱体化につながるのだろうか。産業の

効率化・市場規模の拡大と代替品の脅威を結び

つけるものは，ポーター風に表現するならば「コ

スト」しかない。ポーターは，産業全体として

コストが下がり，相対的に収益が向上すること

をもって，代替品の脅威の弱体化とするつもり

なのかも知れない。しかしそもそもポーターに

よる「業界」の定義は代替性の問題であったは

ずである。相互に代替性のある製品・サービス

を提供する企業の集団が業界である（2.2 参

照）。既存の企業集団以外の企業が，新たな代

替性のある製品・サービスの提供によって業界
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に参入することが代替品の脅威の意味内容で

あって，市場規模の拡大それそのものは代替品

の脅威を排除することにつながらない。市場規

模が拡大されるのであれば既存の企業集団はよ

り一層，代替性のある製品・サービスを提供す

る企業が新規参入する潜在的脅威にさらされる

ことになる。したがってこれは，新規参入の脅

威ではあるかも知れないが，代替品の脅威では

ない。このことに関しポーターは論点がずれて

いると言える。

このことは新規参入の脅威に対する見解につ

いても言えることであり，実はポーターは代替

性と障壁の議論を混同してしまっているのでは

ないかと考えられる。ポーターは 1980 年およ

び 1985年の著作において代替性と障壁の問題

は明確に分けて論じているのだが，この論文で

は明確に整理せず漫然と列挙したという印象が

拭えない。

業者間の敵対関係については基本的な理解が

一致していると言える。しかし総費用における

固定費比率の増大が価格競争への圧力を増大さ

せるという見解は，どうだろうか。なるほど物

理的なモノに付加価値を結びつけて流通させる

業界では，そうだろう。しかし筆者は，敵対関

係の質を問題にする。ポーターにおいて，業界

内の企業の差異は価格と付加価値しかない。し

かし既に述べたとおり，顧客は企業に，より良

い満足を与えてくれる情報と情報処理機能を求

める。価格も付加価値も似たり寄ったりの業界

における差異は，結局のところ顧客満足のため

の情報および情報処理機能であり，もはや価格

ではない。結局，ポーターの見解は多分に的外

れと言えよう。

４．ポーターの枠組みの諸問題と経営情

報論

4.1 代替性・差異とソリューション

ポーターの 2001 年の論文を通読すると，５

つの競争要因が決定付ける産業構造，および戦

略的ポジショニングへの拘泥が見られる。これ

らにポーターはあくまでも固執する。しかしこ

れは現代において，十分に有効なのだろうか。

ポーターにとって，業界が代替性の問題であ

ることは既に述べた。互いに代替性のある製

品・サービスを提供する企業の集団が業界であ

る。業界内で持続性ある優位を保持し続ける，

競争優位の持続性がポーターの主要な論点であ

る。ポーターは，業界の競争の様態が業界の経

済的構造に起因するとした。業界全体の収益率

は競争によって下に押し下げられる。業界が全

体として高い収益率を挙げているならば，この

業界に資本が流入する。新規参入によって競争

が激化すれば，業界全体平均の収益率が低下す

る。収益率が低下すれば資本が引き上げられ，

業界から撤退する企業が現れたり，倒産する企

業もでてくる。これによって競争が弱まればま

た業界の収益率は向上する。このようなプロセ

スによって，業界全体平均の収益率はある一定

のところでバランスする。業界の競争要因の強

さが業界の競争状態を規定するのであり，それ

によって資本の流入と，最終的に業界全体平均

の収益率がバランスする点が決定される。結

局，業界の中で生き残るためには，市場競争の

プロセスのサイクル以上の期間において業界全

体の平均収益率以上の収益をあげつづけること

が必須となる。結局，市場競争のプロセスのサ

イクル以上の期間，つまりある程度の長期にわ

たって業界全体の平均収益率以上の収益を挙げ

つづけるために，業界の構造を正しく認識して

業界の中の戦略セグメントに自社を正しく位置

付けすることが，ポーターにとっての競争戦略
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ということになる
(19)
。

しかしそもそも「業界」という概念は，今日

でも有効なのだろうか。業界の枠組みが代替性

であるとして，代替性の本質は，企業の提供す

る製品・サービスが，物理的なモノ（人間を含

む）に結び付けられた情報である。顧客が企業

に対して支払うのは，その情報に対してであり，

物理的なモノに対してではない。Levittの譬え

で言えば，顧客はドリルの穴に関して企業にカ

ネを支払うのであり，ドリル自体にカネを支払

うのではない。ある顧客は錐でも構わないかも

知れないし，ある顧客はレーザー加工機でなけ

ればならないかもしれない。携帯型レーザー加

工機が登場すれば，それまで電動ドリルを使っ

ていた顧客は携帯型レーザー加工機へスイッチ

するかも知れないし，そうなれば電動ドリル

メーカーは撤退するか，別の戦略ポジションへ

移動せざるを得なくなるだろう。こういった意

味で，ポーターの言う「業界」概念は正しいし，

戦略ポジショニングの議論も意味がある。

しかし顧客の求める情報を物理的なモノを介

さずに提供できるとすれば，ポーター的な「業

界」は意味をなさなくなる。アマゾンのビジネ

スの本質が物理的な商品の販売でなく，顧客を

満足させる情報および情報処理機能の提供であ

ることは既に述べた。さらに言えば iPodは，

どうだろうか。アップルは iPodを売ってはい

ない（米アマゾンの Kindleと同じ意味で）。デ

ジタル楽曲を再生する携帯型プレイヤー自体は

コモディティであり，実際に家電量販店などで

は中国製のプレイヤーが廉価にワゴンセールで

売られている。アップルの音楽ビジネスの本質

は iPodよりむしろ，インターネット上の音楽・

ビデオ配信サイト iTunes Storeで，顧客が真に

自らが望む楽曲を提供することにある。これに

は米アマゾンの Kindleと同様に２つの側面が

ある。ひとつは，情報財としてのコンテンツの

販売であり，もうひとつは，顧客が真に望むコ

ンテンツを的確に提供する情報処理機能であ

る。かつて iTunes Store は iTunes Music

Storeとされていたが，音楽ビデオの配信開始

に伴い Mus ic が省略された。現在，日本の

iTunes Storeでビデオ・コンテンツは音楽ビデ

オに限られているが，米 iTunes Storeではすで

に一般ビデオの販売およびレンタルが行われて

いる。さて，アマゾンは書籍小売業界に属して

いると言えるだろうか。アップルの iPod事業

は音楽業界，ビデオ販売業界，レンタルビデオ

業界のいずれに属するのだろうか。このよう

に，ポーター的な業界を区分する代替性の源泉，

言い換えれば「付加価値」ないし顧客がすすん

でカネを支払う情報が IT を用いて伝達できる

のであれば，業界という概念は意味をなさなく

なる。

百歩譲って，米アマゾンやアップルの iPod

事業が極端に過ぎるとする。自動車製造業にお

いて，業界を区分する製品の差異とは何であろ

うか。日・米・欧の市場においては，ほとんど

すべての戦略セグメントにおいて，すでに差異

は消失している。差異が縮小すると価格競争の

圧力が強まるとポーターは言う。自動車の価格

はどのようになっただろうか。ほぼすべての戦

略セグメントにおいて価格は横並びであり，差

異はない。トヨタ・ヴィッツを買うか，ホンダ・

フィットを買うかの選択は，顧客の嗜好に依存

する。自動車製造業のラスト・リゾートはエ

コ・カーのセグメントである。既存の製品はハ

イブリッド車とハイテク・ディーゼル車のみで

あり，電気自動車・燃料電池車は研究段階であ

る。さてエコ・カーを顧客が買うという場合，

顧客がすすんで支払うカネの対象は，CO2排出

量の少なさである。顧客は CO2 の排出をでき

るだけ抑えた移動・運搬の仕方を欲しているの

であり，クルマ自体を求めているのではない。

要するに顧客は自動車運転における CO2排出

の削減を求めているのであり，ハイブリッドで
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ない低燃費の自動車で CO2排出を低減させる

知識が得られても構わないのである。そのよう

な知識を提供するのは自動車教習所であり，実

際に各地でエコドライビング教習が行われてい

るが，さて，自動車製造業のエコ・カーのセグ

メントと，エコドライビング教習を行う自動車

教習所業界は，異なる業界と言えるだろうか。

このようにポーター的な業界の区分は，もはや

意味をなさないのである。

ここで筆者は，顧客は CO2 の排出をできるだ

け抑えた移動・運搬の「仕方」と書いた。そう，

やり方である。IT業界（また「業界」だ）では

「ソリューション」と呼ぶ。製品・サービスに

差異がなく，価格にも差異がない業界で，顧客

がよろこんでカネを支払う対象は仕方であり，

ソリューションである。IT を組み合わせるこ

とにより，企業はそうした（IT業界用語として

ではなく産業一般として）ソリューションを容

易に提供することができる。しかしながら，そ

うしたソリューションは模倣が容易であり，そ

もそも IT 自体が今やコモディティとなってい

るため，競争優位の源泉となりうるソリュー

ションは創造が困難である。業界構造と戦略的

なポジショニングによっては創造することがで

きない。したがって，もはやポーターの枠組み

それ自体によっては持続的な競争優位を確立で

きないのである。

そしてまた経営情報論は，真に顧客が望むソ

リューションの提供の方法を提供できないでい

る。経営情報論は 20世紀いっぱいまで，次々

に登場する新たな情報通信技術と，その組織へ

の適合を延々と論じ続けた。SIS（戦略的情報

システム）ブームにおいても，競争優位確立の

ための情報通信技術の適用は論じたが，従来の

経営情報論における技術の組織への適合の枠組

みを越えるものではなかった。しかし IT がコ

モディティとなった現在，たとえばデータマイ

ニングやテキストマイニング，あるいはデータ

センター，クラウド・コンピューティングといっ

た，個別の技術は開発され洗練され続けている

ものの，顧客が真に求めるソリューション創出

のニーズに対しては無力である。新たな枠組み

が必要であり，まったく新たな研究が求められ

ている。

4.2 「フィット」とSCM

依然として製品・サービスの提供を物理的な

モノの運搬・移動に依らざるを得ない場合，い

かに的確にモノを製造し，顧客のもとへ配送す

るかが問題となる。ポーターはこのような場

合，「フィット」という概念を用いる。その萌芽

は 1985年の著書（訳書 pp. 168-171）であるよ

うに思えるが，明確に fitという単語を用いた

のは 1996年の論文（pp. 70-75）である。つま

り企業が価値を創出するために行う諸活動間，

あるいはある企業のある諸活動と上流・下流の

企業のある諸活動とをフィットさせることによ

り，持続可能なコア・コンピタンスを形成しう

るとする。

しかしポーターのフィット概念はあまりにも

固定的である。これまで述べてきたように，業

界の概念が意味をなさなくなり，撤退ないし戦

略ポジションの移動を余儀なくされた場合，そ

れまでの活動間のフィットにかけたコストが無

に帰してしまう。これがコミットメントとな

り，撤退や戦略ポジションの移動を困難にして

しまう。

一方で流通・ロジスティックスの分野では

SCM（Supply ChainManagement）が議論の的

となっている。SCMが何であるかは百家争鳴

と言えば聞こえは良いが，論者により定義も内

容もまったく異なる。いちおう筆者の見解を示

すならば，流通・ロジスティックスの分野にお

ける BPR（Business Process Reengineering）

ということになろう。百家争鳴とは言いなが

ら，いくつかの論点について合意は形成されて
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いる。そのうちのひとつは「部分最適化より全

体最適化」である。つまりポーターのフィット

はある特定の活動間の最適化であるが，SCM

ではサプライチェーン全体としての最適化を目

指そう，全体として最適であれば，特定の部分

に少々の非効率が見られても目をつぶろう，と

いうものである。流通・ロジスティックスの分

野は顧客ニーズの変化が激しく，サプライ

チェーンに参加する企業の数も多いため，ポー

ターのフィット概念のような固定的な最適化を

実現するのは困難だからである。単一の企業が

競争優位を求めるのであれば，業界が変化した

場合にそれがコミットメントになるのを覚悟

で，自己責任でフィットを追及するのも良いが，

多数の企業が参加するサプライチェーンが全体

として収益をあげ，参加企業のすべてが正当な

分け前にあずかることができるようにするに

は，部分的非効率に目をつぶる全体最適化のア

プローチの方が現実的である。

しかしながらその全体最適化は困難が伴う。

よく言われる典型的な困難は，ひとつの企業の

部門間，あるいは上流・下流の他社との間で往々

にして利害が対立することであり，この調整は

極めて難しい。そうした調整に経営情報論が足

を踏み入れる余地はない。

ただ SCMを一種の BPRと捉えるならば，利

害調整が完了した後の全体最適化の実現におい

て IT は大きな役割を果たしうる
(20)
し，IT な

しに全体最適化は実現不可能である。しかしな

がら，全体最適化の実現のための IT適用の方

法論を経営情報論は，なぜか論じない。機器ベ

ンダーやシステム・インテグレーターは SCM

パッケージなるソリューションを販売するが，

単なる ERP（Enterprise Resource Planning）

パッケージだったり，単一の企業の生産管理や

販売管理が対象のパッケージだったりであり，

サプライチェーン全体をカバーするものではな

い。最終的にはサプライチェーン全体の最適化

を支援する情報システムをはじめから構築しな

ければならないが，そのような情報システムの

構築の方法論が論じられることはない。

５．IT 研究の新たなアプローチに向けて

結局，ポーターの枠組み自体では持続的な競

争優位はもたらされない。かつての ITバブル

の時分には，IT が競争の枠組みを変えるなど

と喧伝されたが，今や IT はコモディティと化

してしまった。そう，そもそも IT はコモディ

ティであり，それそのものが企業や業界に強み

をもたらすことはありえない。いかに IT を用

いて，顧客が真に望み，よろこんでカネを支払

うソリューションを提供できるかが問題であ

る。そのようなソリューションを提供するため

の理論的な枠組みの構築が必要である。

1990 年代に IRM（Information Resource

Management）という方法論の研究が多数行わ

れた。しかしこれは企業内に混在する新旧さま

ざまな技術をいかに統合するかという問題を扱

うものであり，また研究のアプローチも，かつ

ての意思決定支援指向の方法論の範疇を出るも

のではなかった。

いかに顧客が望むソリューションを提供する

か，そのためにはどのように IT を適用してい

くか，それによっていかにコア・コンピタンス

を獲得し，持続的競争優位を保持し続けるか，

という新たな IT リソースの統合的な管理のた

めの理論構築が求められている。

注

⑴ 堀川［2002］p. 87。

⑵ 公文［1994］pp. 141-142。

⑶ 公文［1994］pp. 142-144。

⑷ Levitt［1965］訳書 pp. 2-3。Leo McGivenaなる

人物の言葉に触発されたものである。

⑸ 堀川［2003］pp. 51-52。
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⑹ 堀川［2003］p. 50 および p. 53。また Evans and

Wurster [1997] pp. 73-74も参照のこと。

⑺ 堀川［2003］p. 57。

⑻ 堀川［2001］pp. 210-211。

⑼ 公文［1994］pp. 142-143。

⑽ ICT（Information and Communication Technolo-

gy）なる用語を近年よく見聞きするが，筆者は，

ICT は IT に包含されると考える。吉田によれば情

報処理には貯蔵・伝達・変換の３つのカテゴリーが

あり（吉田［1990］pp. 113-129），これらを支援する

技術が情報技術すなわち IT（Information Technol-

ogy）である。したがってそもそも communication

はもともと IT に含まれているのである。それを従

来の IT とはあたかも異なる概念であるかのように

ICTと呼ぶのは，要するに従来，貯蔵および変換の

技術にくらべ伝達の技術の発達が遅れており，近年

になってようやく前二者の発達とのバランスが取れ

る程度にまで追いついたという現象それ自体を表し

ているに過ぎない。このような理解は皮相的であ

る。

⑾ 可能性の問題であって，実際にする /しないとは

別問題だが。実際問題として，いわゆる EDI は十

分に普及していると言いがたい。先述の通り，日本

の EDI は業界ごとに標準化が策定されているのが

現状であり，業界を越えた標準化の動きに乏しい。

また情報交換のプラットフォームの主導権の問題も

ある。例えば Covisintは自動車部品 B2B 市場の成

功例として取り上げられることが多い。しかし

Eisenmannらは，自動車メーカー主導で立ち上げら

れた Covisintは買い手の交渉力が強いため十分に

部品サプライヤーを集めることができずに失速した

と指摘している（Eisenmann et al. [2006] p. 97）。

⑿ Porter訳書［1995］p. 19。

⒀ Porter訳書［1985］pp. 179-185。

⒁ 堀川［2003］pp. 56-57。

⒂ Porter訳書［1995］pp. 22-30。

⒃ 経験曲線は 1960 年代のボストン・コンサルティ

ング・グループ（BCG）の「商品」である。当時の

アメリカの経営学界は特定の企業や産業を研究対象

とし，個別の企業や産業に独特の特質を分析するこ

とに固執していたため，どのような企業でも利用で

きる戦略策定に有用な標準的ツールという企業経営

者のニーズには必ずしも応えていなかった。この歪

みをついて経営コンサルティング企業が数多く誕生

したのだが，とりわけ BCGは経営戦略に数値分析

的手法を適用して成功を収めた。BCGの創業者は

コンサルティング業を「過度の単純化を売るビジネ

ス」と表現し，顧客である企業と市場の間の数量的

な関連を見出すことに精力を傾けた。経験曲線はそ

うした BCG の商品の第一弾（1965 年）であり，

Texas Instruments（半導体メーカー）やBlack&

Decker（電動工具メーカー，家庭向け DIY用品で

成長）などといった顧客からの要望に応えるための

研究に端を発している。ある産業の中の極めて急速

に成長しているセグメントにおいて，ひとつの企業

が他社より抜きん出た業績を挙げるのはなぜかとい

うのが顧客の疑問であったが，BCGはその源泉を

企業の生産コストと価格製品，そして両者の相互関

係に求め，最終的に企業の生産の累積経験に答を見

出した。BCGによれば累積経験が２倍に増加する

ごとに，規模の経済性や生産の効率化，生産ノウハ

ウの組織的学習，生産技術の革新などによって，生

産コストはおおよそ 20∼ 30%減少するという。そ

して，累積数量が最大の生産を行っている企業が最

低のコスト地位を享受し，それによって最大の収益

をあげられる，というのが最終的な解答である。

BCGは経験曲線により競争関係は予測可能となり，

市場の成長率もシェアも計算可能となるとしてい

た。しかしながらこれは少品種大量生産体制を前提

としていたため，現代では意味をなさなくなってい

る。ポーター自身も「経験曲線は過度の単純化であ

り，経験曲線のみによる優位の追求は，多くの産業

に悲惨な結果をもたらした」と述懐している（Por-

ter [2001] p. 69）。

⒄ Porter [2001] p. 67。

⒅ Porter [2001] p. 66。

⒆ Porter［1980］訳書 pp. 19-21。

⒇ Hammer and Champy［1993］訳書 pp. 128-151

では，BPRへの情報技術適用の指針が論じられてい

る。
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